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1 計画の概要

2 高齢者の現状と推計

⃝「高齢者福祉計画」とは？
　老人福祉法第20条の８に基づき、高齢者の福祉の増進を図るために定める計画

⃝「介護保険事業計画」とは？
　介護保険法第117条に基づき、介護保険事業の円滑な実施に関して定める計画

　本計画は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までを計画期間として、地域包括ケアシステムの深

化・発展、さらには地域共生社会の実現をめざすため、策定します。

▶総人口と高齢者数の将来推計
　総人口は、減少で推移しており、それに伴って少子高齢化も進行しています。

　前期高齢者（65～74歳）数は今後減少が見込まれますが、後期高齢者（75歳以上）数は令和12（2030）年ま

では高止まりで、以後減少する見込みとなっています。

▶高齢者世帯の状況
　「高齢独居世帯数」、「高齢夫婦世帯数」ともに増加で推移しています。今後も少子高齢化が進むため、これ

らの世帯数も増加していくことが予想されます。

▶要支援・要介護認定者数の将来推計（自然体推計値）
　認定者数は、令和12（2030）年までは微増が見込まれています。また、認定率は、横ばいから高まる傾向にあ

ります。

平成27～29年度
（2015～2017）

平成30～令和２年度
（2018～2020）

令和３～５年度
（2021～2023）

令和６～８年度
（2024～2026）

令和９～11年度
（2027～2029）

第６期計画

2015年
団塊の世代が
65歳に

2025年
団塊の世代が
75歳に

第７期計画 第８期計画 第９期計画 第10期計画

令和21～23年度
（2039～2041）

第14期計画

2040年
団塊ジュニア世代が
65歳に

･･･

1,194 1,301 1,507 1,602

953
1,020

1,119 1,1972,147
2,321

2,626
2,799

0

1,000

2,000

3,000

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

（世帯）

高齢独居世帯数 高齢夫婦世帯数

2,133 1,880 1,620 1,392 1,229 1,041 879 759 

3,924 3,261 2,692 2,230 1,863 1,615 1,402 1,195 

6,540 
5,876 

5,046 
4,438 4,007 3,532 3,011 2,499 

2,876 
2,868 

2,999 
2,714 

2,072 
1,766 

1,707 
1,637 

2,712 
3,173 

3,316 
3,473 

3,661 
3,533 

3,183 
2,868 

18,185  
17,080

 
15,682

 
14,247 

12,832 
11,487

 
10,182

 
8,958

 

30.7 35.4 40.3 43.4 44.7 46.1 48.0 50.3 

10

30

50

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H17年
[2005]

H22年
[2010]

H27年
[2015]

R２年
[2020]

R７年
[2025]

R12年
[2030]

R17年
[2035]

R22年
[2040]

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率

（％）（人） 実績 推計

実績 推計

267 279 282 281 279 283 284 295 278 250 

193 196 206 206 204 206 206 212 206 188 

254 256 254 254 253 255 256 268 261 241 

176 172 166 167 168 168 166 174 172 
163 

135 128 144 144 144 146 147 155 156 
151 

159 165 146 146 147 146 148 158 159 
156 

97 96 106 107 107 107 111 115 117 
112 

1,281 1,292 1,304 1,305 1,302 1,311 1,318 1,377 1,349 
1,261 

20.0 20.4 20.8 21.0 21.4 22.0 22.9 
25.4 

27.1 27.6 

(20)

(15)

(10)

(5)

15

20

25

30

0

500

1,000

1,500

2,000

H30年度
[2018]

R元年度
[2019]

R２年度
[2020]

R３年度
[2021]

R４年度
[2022]

R５年度
[2023]

R7年度
[2025]

R12年度
[2030]

R17年度
[2035]

R22年度
[2040]

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２
要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（％）（人）

第8期第7期

高齢者に関する
計画として一体的
に策定します

（資料）2000年～2015年まで：総務省「国勢調査」
2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

（資料）見える化システムによる自然体推計
※実績値は、各年度９月月報数値

（出典）総務省「国勢調査」
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3 計画の基本理念と方向性 4 施策の展開
▶計画の基本理念

誰もが笑顔かがやく  支え合いのまちづくり
　「地域包括ケアシステム」の深化・推進のための取組を更に

進めるとともに、今後は地域包括ケアの理念を高齢者だけにとど

めない包括的な概念となる「地域共生社会」の実現に向けた取

組も推進する必要があります。

　高齢者が支援や介護が必要な状態等になっても、自分の意思

で自分らしい生活を営むことができる支援体制の充実を図ると

ともに、本人とその家族や医療・介護・福祉等の関係者だけでな

く、地域全体でみんなを支え合う仕組みづくりに取り組んでいき

ます。

▶計画の方向性
　以下の４つの方向性により、本計画の基本理念の実現をめざします。

方向性その１	 地域共生社会実現の視点

　年齢や障害に関わらず、だれもが役割を持って活躍することができる地域となるよう、地域共生社会の実現に

向けた視点を取り入れます。

方向性その2	 地域包括ケアシステムの深化・推進

　介護が必要になっても地域で安心して暮らすことができる地域となるよう、地域包括ケアシステムの深化・推

進に取り組みます。

方向性その3	 介護予防、自立支援・重度化防止の推進

　介護保険の基本理念の実現を図るため、次の地域づくりに取り組みます。

・要介護状態にならないよう、自ら介護予防に取り組むことができる地域

・要介護状態になっても重度化防止や自立した生活ができる地域

方向性その4	 認知症施策の推進

　認知症になっても地域で変わらずに過ごすことができる地域となるよう、認知症施策に取り組みます。

1.地域共生社会の実現に向けて
　地域共生社会の実現には、地域包括ケアシステムの深化・推進や認知症施策等、本計画によって進める高齢

者施策がその土台となります。これらの施策の達成に向けて取組を進めるとともに、新たに包括的な支援体制で

ある「断らない相談支援」の実現に取り組みます。

2 .介護保険サービスの充実
　今後、少子高齢化が進む中、介護が必要になっても住み慣れた地域で安心した生活を送るためには、在宅生

活を支える介護保険サービスが充実し、さらには入退院時や終末期への対応等、医療ケアが必要な高齢者への

支援体制の強化が必要となります。

　在宅における介護保険サービスの充実、ならびに医療と介護の連携強化に向けた取組を進めます。

3 .高齢者が安心して暮らせる住まいの確保
　本町では、今後、令和17（2035）年にかけて要介護認定者が増加・高止まりすると予測されています。そのた

め、今後の住まいに関するニーズを予測し、低所得者対策や療養病床の転換を踏まえたうえで、自宅や特別養護

老人ホーム等の施設、サービス付き高齢者向け住宅等の特定施設等の居住環境を計画的に整備することが重要

になります。

⃝断らない相談支援の実現
　世帯が抱える相談を丸ご
と受け止め、高齢者介護や
障害福祉、児童福祉、生活
困窮者対策等の関係部署が
一体となって対応することが
できる支援体制の構築をめ
ざします。

施策・事業

高齢者
地域包括ケアシステム
地域包括支援センター

（高齢者を対象とした相談機関）

子ども・子育て家庭生活困窮者支援

共生型サービス

障害者

土台としての地域力強化

既存の制度による
解決が困難な課題
●課題の複合化
●制度のはざま

地域包括ケアの理念に
基づいて、分野を横断する
包括的支援を強化

地域子育て支援拠点
子育て世代包括支援センター
（子ども・子育て家庭を対象に

した相談機関）

地域移行・地域生活支援
基幹相談支援センター等

（障害者を対象とした相談機関）

⃝介護保険サービスの整備　　⃝医療と介護の連携強化（在宅医療・介護連携推進事業）
施策・事業

⃝施設や住まいの確保　　⃝生活困窮者等の住まいの確保に向けた取組
施策・事業

［地域共生社会の実現に向けてめざす体制（概念図）］
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6 .認知症になっても安心できる地域づくり
　認知症になっても地域で安心して暮らすためには、認知症になっても自分のことは自分で決めることができる

環境が必要です。そのためには、家族の不安軽減や地域の理解・支援といった様々な取組を進めるに当たって、

本人の声を施策に反映することが重要になります。

　そのため、本町は、「認知症本人の視点に立ったケアの実現」を認知症施策の基本方針とし、認知症に関する

取組を進めます。

7.自立支援・重度化防止に向けた取組
　介護保険の基本理念である自立支援・重度化防止の実現は、地域包括ケアシステムにおいても重要となりま

す。住民だけではなく、事業者や医療機関等の関係機関を含め、地域全体に基本理念を広めるため、様々な取

組を進めます。

8 .町独自事業の実施
　高齢者の自立支援・重度化防止に資するため、様々な独自事業を実施します。

9 .災害・感染症への対策
　いつ起こるとも知れない災害に対して「那智勝浦町地域防災計画」に沿って対策を行い、高齢者の安全・安心

な環境づくりに努めます。

　また、新型コロナウイルス感染症対策として、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく国や県と整合す

る取組を推進し、また、平時における備えの充実を図り、高齢者の非常時・緊急時の安全を確保します。

4 .介護を取り巻く環境づくり
　地域包括ケアシステムの深化・推進には、地域で支える体制や、家族が安心して介護を行うことができる環境

づくり等、要介護者を取り巻く環境が重要になります。

　今後も現役世代が減少し、介護人材だけではなく、家族を含めた介護の担い手が一層不足すると予想されま

す。地域における見守りや家事支援等の支え合いがより一層重要となるため、重点項目として、支え合いのまち

づくりの取組を進めます。また、家族が安心して介護できる環境づくりを行うため、就労継続等の支援を行いま

す。

5 .介護予防の推進
　本町は、要介護度の軽度認定率が高く、特に運動面での課題が多くなっていますが、これは、運動面での取組

を中心とした介護予防に関する施策を推進することで、状況の改善が可能であるともいえます。また、町立温泉

病院は、リハビリテーション科を有するなど多くの医療専門職がおり、介護予防における資源も充実しています。

これらの資源を踏まえて、効果的・効率的に介護予防の取組を進めます。

【 基本方針 】認知症本人の視点に立ったケアの実現
　認知症本人の声や思いが届くことを常に意識し、認知症施策を
進める。
⃝認知症地域支援推進員の活動促進
⃝チームオレンジの構築
⃝相談しやすい環境の整備
⃝相談・支援の機能強化

★�令和５年度までに認知症サポーター養
成講座の受講者数を人口の10％へ

　（令和2年11月末現在 4.6％）
★�令和５年度までにチームオレンジを立ち

上げ

施策・事業

⃝支え合いのまちづくり
⃝家族介護者への支援
⃝高齢者虐待対策・権利擁護
⃝移動手段の確保

　地域において、お互い様の関係が醸成され、見守りや家事支
援等の支え合いが無理なく行われる地域をめざし、支え合いの
まちづくりに関する取組を進めます。
★�令和５年度までに総合事業の住民主体によるサービス（B

型）を創出

支え合いのまちづくり

施策・事業

⃝介護予防システムの構築　　⃝地域住民への支援　　⃝保健事業と介護予防の一体的な実施

　医療や介護人材等の限られた資源を有効
活用し、介護予防の取組を効果的・効率的
に進めるため、高齢者が自身の状態や状況
に応じた適切な介護予防を行うことができ
るよう、那智勝浦町版介護予防システムの構
築に取り組みます。

★�令和３年度までに総合事業の短期集中予防サービス（C型）を創設
★�令和５年度までに通いの場への高齢者の参加率（参加者数÷高齢者数）を10％へ（令和元年度実績6.3％）

施策・事業 ⃝地域包括支援センターの機能強化　　⃝地域ケア会議　　⃝介護給付等の適正化
施策・事業

⃝市町村特別給付（紙おむつ給付費の支給）　　⃝福祉サービスの実施
施策・事業

⃝防災対策の推進　　⃝感染症対策の推進
施策・事業

・通いの場での活動
・自身での活動

介護保険サービス
でのリハビリ

短期集中型
のリハビリ

通いの場等へ繋げる

高
齢
者
の
状
態

虚弱状態
（フレイル）

介護状態

自立

介護予防システムの構築

チームオレンジの構築

［介護予防システムの構想］
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5 第８期計画期間中の保険料
　第８期介護保険事業計画期間における第１号被保険者の所得段階については、国の標準段階である９段階を

基本とします。

　なお、低所得層の負担を軽減するため、国・県・町が公費を投入し、第１段階から第３段階に対して保険料の

軽減措置を行っています。

第８期の第１号被保険者の保険料基準額

保険料（基準額）
年 額 71,400円

月 額 5,950円

介護保険料の段階設定及び基準額に対する保険料率

所得段階 保険料率 対　象　者 年間保険料

第１段階 基準額×0.30

本人及び世帯全員が町民税非課税で、
老齢福祉年金受給者または生活保護の受給者

21,400円
本人及び世帯全員が町民税非課税かつ
本人の課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下の人

第２段階 基準額×0.50
本人及び世帯全員が町民税非課税かつ
本人の課税年金収入額＋合計所得金額が
80万円超120万円以下の人

35,700円

第３段階 基準額×0.70
本人及び世帯全員が町民税非課税かつ
本人の課税年金収入額＋合計所得金額が120万円超の人

49,900円

第４段階 基準額×0.90
同じ世帯に町民税課税の人がいるが、本人は町民税非課税かつ
課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下の人

64,200円

第５段階 【基準額】
同じ世帯に町民税課税の人がいるが、本人は町民税非課税かつ
課税年金収入額＋合計所得金額が80万円超の人

71,400円

第６段階 基準額×1.20 本人が町民税課税で、合計所得金額が120万円未満の人 85,600円

第７段階 基準額×1.30
本人が町民税課税で、
合計所得金額が120万円以上210万円未満の人

92,800円

第８段階 基準額×1.50
本人が町民税課税で、
合計所得金額が210万円以上320万円未満の人

107,100円

第９段階 基準額×1.70 本人が町民税課税で、合計所得金額が320万円以上の人 121,300円

編集・発行：那智勝浦町福祉課
住所：〒 649-5392 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町大字築地７丁目１番地１

TEL：0735-29-7039（直通）／ FAX：0735-52-8635

発行年月：令和３年３月


